


南知多町産業廃棄物処理施設の設置等に係る計画の事前協議等に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、産業廃棄物処理施設の設置等に係る計画の事前協議等について

定めることにより、産業廃棄物処理施設の設置等が、事業者及び関係住民等の理解

の下に地域の環境への影響及び安全性の確保に配慮して行われることを促進し、も

って町民の良好な生活環境の保全に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。 

(２) 産業廃棄物処理施設 産業廃棄物の積替保管施設（産業廃棄物の収集若しく

は運搬を業とする者又は再生利用業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

規則（昭和46年厚生省令第35号）第９条第２号又は第10条の３第２号に規定する

指定を受けようとする者及び既に指定を受けている者をいう。以下同じ。）が設

置する積替え若しくは保管を行う施設をいう。）、中間処理施設（廃棄物の処理

及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号。以下「政令」という。）

第７条第１号から第13号の２までに規定する施設又は処分業（最終処分及び海洋

投入処分を除く。）の許可を受けた者が設置する政令第７条第１号から第13号の

２までに規定する施設以外の施設をいう。）、最終処分場（政令第７条第14号に

規定する最終処分場をいう。）及び再生利用のための施設（再生利用業者が設置

する産業廃棄物の再生利用のための施設をいう。）をいう。 

(３) 産業廃棄物処理施設の設置等 産業廃棄物処理施設を設置すること又は規則

で定める産業廃棄物処理施設の変更をすることをいう。 

(４) 事業者 産業廃棄物処理施設の設置等をしようとする者をいう。 
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(５) 関係地域 産業廃棄物処理施設の設置等に伴い、環境の保全上の支障が生ず

るおそれがある地域として、町長が規則で定める区域をいう。 

(６) 関係住民等 産業廃棄物処理施設の設置等に伴い、環境の保全上の支障が生

ずるおそれがある住民として、町長が規則で定める者をいう。 

（環境への影響の防止等） 

第３条 事業者は、産業廃棄物処理施設の設置等をしようとするときは、環境への影

響について必要な調査を行い、その影響を防止するために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

２ 事業者は、産業廃棄物処理施設が、周辺の環境への影響を防止するに足りるもの

として規則で定める基準に適合するようにしなければならない。 

（事前協議書の提出） 

第４条 事業者は、産業廃棄物処理施設の設置等をしようとするときは、規則で定め

るところにより、産業廃棄物処理施設設置等事業事前協議書（以下「事前協議書」

という。）を町長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による事前協議書の提出は、産業廃棄物処理施設の設置等に係る法令

等に基づく許可、認可等の申請又は届出（以下「申請等」という。）をしようとす

る前に行わなければならない。ただし、申請等を要しない産業廃棄物処理施設にあ

っては、当該産業廃棄物処理施設の設置等をしようとする前に行うものとする。 

３ 町長は、第１項の規定による事前協議書の提出があったときは、速やかにその旨

を公告し、当該事前協議書の写しを公告の日から30日間公衆の縦覧に供するものと

する。 

（意見交換会の開催） 

第５条 事業者は、産業廃棄物処理施設の設置等について関係住民等の理解を得るた

め、規則で定めるところにより、関係住民等に対して当該産業廃棄物処理施設の設

置等に係る計画の内容について説明し、意見を交換する意見交換会（以下「意見交



換会」という。）を前条第３項の規定による公告の日から60日以内に開催しなけれ

ばならない。 

２ 事業者は、意見交換会を開催するときは、その旨を関係住民等に周知するととも

に、当該意見交換会の開催日の30日前までに、町長に届け出なければならない。 

３ 関係住民等は、意見交換会が円滑に行われるように努めるものとする。 

４ 事業者は、意見交換会を開催したときは、その日から30日以内に、当該意見交換

会において関係住民等が提示した意見の要旨、それに対する事業者の見解その他規

則で定める事項を記載した書面（以下「意見交換会概要書」という。）を町長に提

出しなければならない。 

５ 町長は、前項の規定により意見交換会概要書が提出されたときは、速やかにその

旨を公告するものとする。 

（追加意見交換会の開催） 

第６条 町長は、前条第４項の規定により意見交換会概要書が提出された場合におい

て、意見交換会における産業廃棄物処理施設の設置等に係る計画の内容についての

説明又は意見交換の内容が不十分であると認めるときは、事業者に対し、追加意見

交換会の開催を指示することができる。 

２ 追加意見交換会は、前項の規定による町長の指示があった日から60日以内に開催

しなければならない。 

３ 前条第２項から第５項までの規定は、追加意見交換会について準用する。 

（関係住民等との協定の締結） 

第７条 事業者は、意見交換会又は追加意見交換会において、産業廃棄物処理施設の

設置等に係る生活環境の保全に関し、関係住民等から協定の締結を求められたとき

は、これに応ずるよう努めなければならない。 

（意見の調整） 

第８条 町長は、関係住民等を代表する者であると町長が認める者若しくは事業者か



ら申出があったとき又は第５条第４項（第６条第３項において準用する場合を含

む。）の規定により提出された意見交換会概要書の内容から必要と認めたときは、

産業廃棄物処理施設の設置等に係る関係住民等及び事業者の意見の調整を行うこと

ができる。 

（町長との協定の締結等） 

第９条 事業者は、意見交換会若しくは追加意見交換会が終了したとき、第７条の規

定により関係住民等と協定を締結したとき又は前条の規定により意見の調整が行わ

れ、意見が一致した事項があったときは、それらの内容を踏まえ、町長と生活環境

の保全に関する協定（以下「協定」という。）を締結しなければならない。 

２ 事業者は、愛知県知事への申請等については、前項の規定による協定の締結後に

行うよう努めなければならない。 

（事前協議書の変更） 

第10条 事業者は、事前協議書の内容を変更しようとするときは、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を町長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出（協定の締結により事前協議書の内容を変更する必要が生

じたことに伴う届出を除く。）は、新たな事前協議書の提出とみなして、第４条か

ら前条まで及び次条の規定を適用する。 

（計画の廃止） 

第11条 事業者は、第４条第１項の規定により事前協議書を提出した後、当該産業廃

棄物処理施設の設置等の計画を廃止しようとするときは、その旨を町長に届け出な

ければならない。 

２ 町長は、前項の規定による届出があったときは、速やかにその旨を公告するもの

とする。 

（報告の徴収） 

第12条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者から産業廃棄物処理



施設の設置等の状況その他必要な事項を報告させることができる。 

（立入検査等） 

第13条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、当該職員をして産業廃棄物

処理施設に立ち入らせ、必要な物件の検査若しくは調査（以下「立入検査等」とい

う。）をさせ、又は関係者に対し質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査等をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査等の権限は、犯罪調査のために認められたものと解

釈してはならない。 

（指導、勧告及び命令） 

第14条 町長は、この条例に違反する行為により、地域の環境が損なわれ、又は損な

われるおそれがあると認めるときは、当該違反行為をする者に対し、期限を定めて、

その事態を除去するために必要な限度において、当該違反行為の停止その他必要な

措置を講ずべきことを指導し、又は勧告することができる。 

２ 町長は、前項の規定による指導又は勧告を受けた者がその指導又は勧告に従わな

いときは、期限を定めて、同項の事態を除去するために必要な限度において、当該

違反行為の中止その他必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（公表） 

第15条 町長は、前条第２項の規定による命令をした場合において、当該命令を受け

た者がその命令に従わないときは、当該命令を受けた者の氏名及び住所（法人その

他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地）並

びにその命令の内容を公表することができる。 

（委任） 

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 



１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に愛知県知事への申請等が行われている場合又は申請等を

要しない産業廃棄物処理施設であって、当該産業廃棄物処理施設の設置等が行われ

ている場合は、この条例の規定は適用しない。 


